
（様式１）
白河市 復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　 総括表

平成27年3月末時点

（千円）

執行
年度

23
24
25
26
27

白河市東日本大震災
復興交付金基金残高

白河市東日本大震災
復興交付金基金の利息額

白河市東日本大震災
復興交付金基金の取崩額

57,645 2,624 730,432

執行
年度
23
24
25
26
27

0

716,566

0 0

＜参考＞

契約済額
（国費相当額）

交付額
(国費)

172,170
525,139

0
72,734
65,702

578,130

0
76,700

＜参考＞
福島県
交付分

（うち、当該
市町村分）

交付分
白河市

11,444
785,453

0
0
0

0

交付額
(国費)

契約済額
（国費相当額）

0

（注）
　１　基金を造成しない場合は、「基金残高」「基金の利息額」欄については、記載は不要です。
　２　「契約済額」は、契約に加え、交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっているものの国費相当額を含みます。

0

0 0合　計

合　計



平成27年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 19,500 18,654 846
25
26
27

累計 19,500 18,654 846
23
24 18,750 18,175 575
25
26
27

累計 18,750 18,175 575
23
24 18,750 18,543 207
25
26
27

累計 18,750 18,543 207
（注） 23 0 0 0

1 24 0 0 0
25 0 0 0

2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 57,000 55,372 1,628

5 25 0 0 0
6 26 0 0 0

27 0 0 0
7 57,000 55,372 1,628

57,000 55,372 1,628

白河市 復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　

漁業集落復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/
完了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄に
は、漁業集落効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費
相当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いま
せん。

省庁名 農林水産省

事業番号
全体
事業
期間

1 C － 9 ～ 24

24年8月、実施設計発注。25年1月、本体工事発注。
25年8月、完成（工期）

2 C － 9 －

市 市 直接 完了 26,000 24－ 1 －

地域コミュニ
ティ集会所緊
急整備事業

（白河市）
久保地区
集会所

24

24年8月、実施設計発注。25年1月、本体工事発注。
25年6月、完成（工期）

3 C － 9 － 3

市 直接 完了 25,000 24 ～2 －

地域コミュニ
ティ集会所緊
急整備事業

（白河市）
小丸山地
区
集会所

市

24年8月、実施設計発注。25年1月、本体工事発注。
25年6月、完成（工期）

直接 完了 25,000 24 ～ 24－

地域コミュニ
ティ集会所緊
急整備事業

（白河市）
双石地区
集会所

市 市

「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。

（様式２C)

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計



平成27年3月末時点
（千円）

No. 事業名
地区名
施設名

交付
団体

事業
実施
主体

直接
／

間接

継続
／

完了

全体
事業費

年度
交付額
（国費）

契約済額
（国費相当額）

執行残額
（国費相当額）

事業の進捗状況

23
24 4,650 4,068 -
25 52,002 5,422 - 25年9月、測量設計完了。27年3月末、用地取得完了。
26 58,124 87,330 - 28年3月、事業完了見込み。
27

累計 114,776 96,820 0
23
24 9,450 8,372 -
25 37,968 30,883 - 26年3月、設計・造成完了
26 272,495 264,994 - 28年3月、事業完了見込み。
27

累計 319,913 304,249 0
23
24 5,600 4,922 -
25 50,400 0 - 26年11月末用地取得完了。
26 119,520 154,515 - 27年12月末工事完了見込み。
27

累計 175,520 159,437 0
23
24
25 16,800 15,065 1,735 25年8月、完了。
26
27

累計 16,800 15,065 1,735
23
24
25 15,000 14,332 - 26年3月、測量・設計・地質調査完了。
26 75,000 71,291 - 28年3月、事業完了見込み。
27

累計 90,000 85,623 0
23
24
25
26
27 10,605

累計 10,605 0 0
23
24
25
26
27 839

累計 839 0 0

復興交付金事業計画　平成26年度進捗状況（契約状況）報告　白河市

下水道事業

（白河市）
葉ノ木平
地区
下水道

市 市 直接 継続 120,000 25

－

東日本大震災
特別家賃低減
事業

（白河市）
葉ノ木平
地区
公営住宅

～

省庁名 国土交通省

事業番号
全体
事業
期間

4 D － 1 ～ 26

25年2月、測量設計業務発注。

5 D － 4 －

市 市 直接 継続 148,100 24－ 1 －

道路事業（市
街地相互の接
続道路等）
薄葉向寺線

（白河市）
葉ノ木平
地区
道路

26

市 市 直接
未着
手

8,125 27 ～ 32D － 6 － 1

D － 21 － 1 －

9 D

直接 継続 219,400 24 ～ 26－ 1
震災復興記念
公園

（白河市）
葉ノ木平
地区
防災公園

市 市

25年2月、敷地測量造成設計委託業務。
25年1月、基本設計発注。

6 ◆ D － 4 － 1

市 直接 継続 365,617 24 ～1 －

災害公営住宅
整備事業（葉
ノ木平）

（白河市）
葉ノ木平
地区
公営住宅

市

25年2月、測量発注。25年3月、測量完了。
25年2月、実施設計発注。25年7月、実施設計完了予定。

完了 21,000 25 ～ 252

市営住宅解体
事業（葉ノ木
平）

（白河市）
葉ノ木平
地区
市営住宅
解体

市 市 直接

10

7 ◆ D － 4 － 1 －

－ 5 － 1 －

災害公営住宅
家賃低廉化事
業

（白河市）
葉ノ木平
地区
公営住宅

市 市 直接
未着
手

103,685 27 ～ 32

268

（様式２D）



（注） 23 0 0 0
1 24 0 0 0

25 0 0 0
2 26 0 0 0
3 27 0 0 0
4 0 0 0

23 0 0 0
24 19,700 17,362 0

5 25 172,170 65,702 1,735
6 26 525,139 578,130 0

27 11,444 0 0
7 728,453 661,194 1,735

728,453 661,194 1,735

市街地復興効果促進事業の場合は、「地区名 施設名」「事業実施主体」「直接/間接」「継続/完
了」「全体事業費」「全体事業期間」「執行残額」欄の記載は不要です。また、「執行額」欄には、
市街地復興効果促進事業使途内訳提出調書の対象交付金額の合計額を記入してください。

「事業の進捗状況」欄は、事業の開始、完了等がわかるよう簡潔に記載してください。なお、23年
度、24年度を区別して記載する必要はありません。

「契約済額」欄には、契約や交付決定、協定等により金額及び相手先が明確になっている国費
相当額を記入してください。なお、国費相当分は、事業費に国費率を乗じて算出した値で構いま
せん。

「交付額」欄には、既に交付された国費を復興交付金事業計画の年度別に記入してください。

「継続/完了」欄には、未着手、継続、廃止、完了のいずれかを記入してください。

都道県交付分　計

市町村
交付分

各年度
別合計

市町村交付分　計

県・市町村交付分　合計

都道県
交付分

各年度
別合計

「事業番号」「事業名」「地区名 施設名」「交付団体」「事業実施主体」「直接/間接」「全体事業費」
「全体事業期間」欄には、復興交付金事業計画の記載に合わせて記入してください。

「執行残額」欄には、廃止、完了になった事業の残額を記入してください。
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